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指定管理者制度のモニタリング基準（第 1 次改訂版） 

 

１．基準の目的 

 指定管理者制度を導入した施設について、モニタリング実施に関する共通し

た基準を作成することにより、指定管理者による管理運営の適正を図ることを

目的とする。 

 

２．モニタリングとは 

 指定管理者による業務が、関係法令に従い、協定書・仕様書及び指定管理者

の事業計画書に沿って適正に行われ、業務の履行に関し、適切かつ確実に確保

されているかを指定管理者からの報告や実際の現地調査などにより確認し、必

要に応じ改善に向けた指導・助言を行い、管理運営の継続が適当でないと認め

るときは指定の取り消し等を行う一連のチェック体制のことである。 

 

３．モニタリングの方法 

 市は指定管理者による施設の管理運営が、協定書、仕様書及び指定管理者の

事業計画書に基づくサービス水準（施設の管理業務や企画事業実施の内容等）

を維持し、併せて施設の安定した運営を図るため、次の方法を基に指定管理者

と協議し、適切にモニタリングを行うものとする。 

 

（１）指定管理者によるモニタリング 

① 業務遂行の記録 

 指定管理者は、日常・定期的に行う清掃、機器点検、安全対策等のほか、施

設の利用状況、料金の収納状況等について、また、苦情・トラブルに対しては、

その理由及び対応を日報、月報等に記録し、月報等については市に報告する。 

② 利用者満足度調査 

  指定管理者は、利用者の意見や要望を把握するために、自己の責任と費用

により、定期的(最低年１回)な利用者満足度調査として利用者アンケートを実

施することとする。 

  調査項目としては、接客対応、施設・設備、利用条件、利便施設、企画内

容等についての満足度を調査することが考えられるが、内容、実施方法、仕

様等については、指定管理者が設計する。 

  その結果については、施設内に掲示するなどし、今後の管理に反映させる

とともに、市に報告する。 

③ 事業報告書の提出 

毎年度事業終了後６０日以内（指定の取消しを受けたときは、その日から起

算して６０日以内）に業務遂行の記録等に基づき整理を行い、事業報告書とし
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て市に提出する。（法で規定された報告である。） 

 

（２）市（所管課）によるモニタリング 

① 業務の実施状況の確認 

市は、上半期及び下半期に各１回以上指定管理者が管理する施設への立入等

により、業務の実施状況の確認を行うとともに、必要に応じて指定管理者に関

係書類の提示を求め、その内容を確認する。 

  確認すべき項目としては、施設の保全、施設の清掃、機器の点検、安全対

策、備品の保管、事故等の発生、法令等の遵守、職員の配置、職員の接客対

応、企画事業の実施、サービスの質の維持向上対策などがある。 

 また、職員賃金や上下水道料金等公共料金の支払いが適正に行われているか

を併せて確認する。 

 なお、確認にあたっては、確認表（様式１）を用いることとする。ただし、

施設の性格や設置目的等により、確認項目や様式を変更できるものとする。 

② 月報等の確認 

指定管理者から提出された月報等に基づき、施設の管理、利用状況について

確認する。 

③ 事業報告書の確認 

指定管理者から提出された事業報告書に基づき、施設の管理、利用状況、経

理の状況について確認する。 

④ 指定管理業務の評価 

月報、業務の実施状況及び事業報告書等の確認結果に基づき、市は指定管理

者の業務がサービス水準を維持しているかを評価する。 

 また、評価にあたっては、評価表（様式２）を用い、次の評価基準により評

価を行う。ただし、施設の性格や設置目的等により、評価項目は変更できるも

のとする。 

評価基準 

事業計画書の内容と比較して、特に優れた管理が行われた。 Ａ 

概ね事業計画書の内容に沿った管理が行われ、特に改善すべき課題はない。 Ｂ 

概ね事業計画書の内容に沿った管理が行われたが、軽微な改善課題がある。 Ｃ 

事業計画書に沿った管理が行われておらず、重大な改善課題がある。 Ｄ 

⑤ 指定管理者への改善指示及び指定の取消し 

指定管理業務の評価の結果、改善が必要な場合は、関係法令及び当該団体と

の間で締結した協定書に沿って、所定の手続きを行うものとする。 

 

（３）財務状況の確認 

  市は、指定管理者である法人あるいは団体の決算の都度、すみやかに財務
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書類等の提出を求め、指定管理者の財務状況を財務状況確認表（様式３）に

より確認することとする。 

  その結果、継続的にサービスを提供することが困難である恐れがあると認

められる場合は、指定管理者との協議の場を設定し、悪化要因や今後の対策

等について説明を受け、指定管理者業務の継続的な運営を主眼として協議を

行うものとする。 

  この場合、指定管理者の財務運営の健全化に向けた対策は自己責任で行う

ことが基本であることに留意すること。 

 

 ４．モニタリングの運用 

  モニタリングは、すべての指定管理者制度導入施設について行うものとす

る。 

   すでに指定管理者と協定を締結し、管理運営が開始されている施設にあって

も、利用者の立場にたった施設運営のために、指定管理者と協議し、より良い

運用を図るものとする。 

   なお、モニタリングの結果については、指定管理者選定審査会に報告する。 



様式 １ 
平成  年度（上半期・下半期）業務の実施状況確認表（例示） 

施設名  

指定管理者名  現地確認日 平成   年   月   日 

市担当課・班  担当者  

指定管理者 担当者  電話  

 

 
項

目 
確認内容の詳細 確 認 確認方法 

①人員配置は適切に行われているか 適・否 書類・目視・口頭

②雇用形態、勤務体制、業務の内容、職能資格については、適正か 適・否 書類・目視・口頭

③職員研修は適切に行われているか 適・否 書類・目視・口頭

④個人情報に係る書類等は、適正に管理されているか 適・否 書類・目視・口頭

⑤緊急時に備えた体制、マニュアルの整備、研修は行われているか 適・否 書類・目視・口頭

１ 

管
理
体
制 

⑥業務日誌、収入日計等の書類が適正に記録されているか 適・否 書類・目視・口頭

①仕様書等に沿った保守点検、維持管理が行われているか 適・否 書類・目視・口頭

②指定管理業務を再委託していないか（承認を得たものを除く） 適・否 書類・目視・口頭

③施設内・外の清掃、整理整頓がされているか 適・否 書類・目視・口頭

④修繕等の必要が生じた場合の対応は適切か 適・否 書類・目視・口頭

２ 

施
設
の
維
持
管
理 

⑤備品等に過不足なく、適正に管理されているか 適・否 書類・目視・口頭

①自主事業は適切に実施されているか・・・・・・・・・・・・・・・・・・注１ 適・否 書類・目視・口頭

②市民サービスの向上に具体的に取り組んでいるか・・・・・・・注１ 適・否 書類・目視・口頭

③利用促進は適切に図られているか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・注１ 適・否 書類・目視・口頭

④利用者ニーズの把握と対応が適切に図られているか・・・・・注１ 適・否 書類・目視・口頭

⑤職員の接客対応に問題はないか 適・否 書類・目視・口頭

3 

市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上 

⑥苦情・トラブルに対し、適切・迅速に対応しているか 適・否 書類・目視・口頭

①利用料金等が適正に収入されているか 適・否 書類・目視・口頭

②光熱費等の公共料金や必要な経費が適正に支払われているか 適・否 書類・目視・口頭

③経理に係る書類等が適正に管理されているか 適・否 書類・目視・口頭
4 財
務 

④職員賃金は適正に支払われているか 適・否 書類・目視・口頭

①関係法令は遵守されているか 適・否 書類・目視・口頭

②審査時等の指摘事項等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・注２ 適・否 書類・目視・口頭5 
そ
の
他 

 適・否 書類・目視・口頭

指摘事項及び特記事項  

 

 

 

注１ 主に提出された事業計画書に記載されている事項をチェックすること。（例：開館時間の延長やＨＰの開設、

アンケートや意見交換会など） 

注２ 審査時などで指摘があった事項について、必要に応じて項目を追加してチェックすること。 












